
書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人 リトリト

１． 重要な会計方針
　　 　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年７月２０日　2017年１２月１２日最終改正　

NPO法人会計基準協議会）によっています。
　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

　 固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

　 引当金の計上基準
・退職給付引当金

従業員の退職金に備えるため、冬季末における退職給付責務に基づき冬季末に発生していると認められる
金額を計上します。なお、退職給付責務は期末自己都合要支給額に基づいて計算します。

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供物の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上しています。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

人づくりを通じた社
会活性化に関する事
業

キャリア学習イベン
ト等活動の企画・実
施事業

ノーマライゼーショ
ンなコミュニティ事
業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 0 180,000 180,000
受取寄附金 0 941,982 941,982
受取助成金等 4,487,000 3,276,250 7,763,250 7,763,250
事業収益 4,831,000 4,831,000 4,831,000
その他収益 0 547 547

経常収益計 9,318,000 3,276,250 0 0 12,594,250 1,122,529 13,716,779
Ⅱ　経常費用

人件費 0
給与手当 4,812,347 103,822 4,916,169 4,916,169
福利厚生費 1,668,742 1,668,742 1,668,742
業務委託金 400,000 1,370,057 1,770,057 169,853 1,939,910

退職給付費用 0 0 0
･･････････
人件費計 6,881,089 1,473,879 0 0 8,354,968 169,853 8,524,821
その他経費
会議費 0 0 0
旅費交通費 86,347 185,169 271,516 271,516
地代家賃 524,380 524,380 40,000 564,380
消耗品費 385,849 385,849 148,600 534,449
印刷製本費 219,493 28,000 247,493 65,320 312,813
謝金 154,000 154,000 154,000
雑費 146,617 9,900 156,517 120,000 276,517
その他経費計 1,516,686 223,069 373,920 2,113,675

経常費用計 8,397,775 1,696,948 0 0 1,739,755 543,773 10,638,496

当期経常増減額 920,225 1,579,302 0 0 2,499,527 578,756 3,078,283

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

 １．

 ２．

　令和６年度　　計算書類の注記

（１）

（２）

（４）

 ３．

 ４．

 ５．

（２）

（１）

科目

（５）

（３）

事 業 報 告 用



内容 金額 算定方法

４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計 0 0 0

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品
･･････････

無形固定資産
･･････････

投資その他の資産
敷金
･･････････

合計

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）

計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

（活動計算書） 　
業務委託費 0

活動計算書計

（貸借対照表）
未払金 0

貸借対照表計 0

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

備考

科目

内容

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

科目

合計

科目



　・　その他の事業に係る資産の状況


